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〈研究ノート〉

「通貨循環連関表J(Me双OTpaCJIeBO白 6aJ加 IC
.lI.e民万三郎ro060pOTa)の研究
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1.はじめに

社会的総生産物および国民所得の再生産箔環とその構造を分析する上で，その表示法に

関する研究は，避けて通ることのできない問題である。その表示法は，できるだけ多量の

必要清報量を，見易い形で表形式にもりこむものであると同時に，機龍分析にも便利な表

であることが望ましい。

既存の表示法として産業連関表や，資金循環表などを総合した「新 SNAJ表があるが，

ベリキンクツレープが， ソ連の経済分析に利用している「商品一所得j表も， それと比肩し

うるユニークな表であるといえる。

最近発表されたスペルドリク (W. o. CBep){JUlK)の著作“06出eCTBe即日註時O){戸CTH 
){eH鋭部品 060予OT，"HOBOCH6npcK， n3){. {(Ha戸時 Cn6npcKoeOT瓦e.neHHe，1981.もまた，

こうした試みの一つである。

この著作の新しさ拭， r通貨循環連関表」を丁度「産業連関表Jの双対聖のようにっく
りtげ， r産業連関表j と類似の機能分析をこの「通貨循環連関表Jfこも担わせようとした
点にあるO この場合「産業連関表」の「最終需要」に対応する概念は， r財政・告用需要」で
あるO 彼はこの需要構造の変化が，各部門の各資金需要項目にどんな波及効果を及ぼすか

をソ連の実際の逆連関表〈総資金投入係数)を用いて分析した。

この著作の基本的課題の一つが，上述した点にあることは事実だが，その他にこの著作

のもう一つの重要な貢献は， ソ連の公式統計の不明な点， 不備な点を， IF統計年報』その

抱の研究書を綿密に跡づけることによって捕い，従来ソ連では発表されていなかった，r産
業連関表j の外枠部分を 10部門分割の小規模な表とはし、ぇ， 1959， 66， 72年の三カ年間に

わたって再現してみせた点にある。

また，それを独自の「通貨詣環連関表Jvこ結合したこと，およびその過程で従来不透明

であった数々のソ連の統計議念を暁確化したことも，この著作の貢献である。

本稿は，この著作に依拠して「産業連関表Jと「通貨循環連関表」とを，既存のベリキ

ンの「商品一所得」表に編入結合し， 両者の比較分析を行なうとともに， その過程で必要

となった若干の統計概念について解説することを呂的とする。

11. 産業連関表と通貨循環連関表との相互関探

表 1は，スベノレドリクの作成した， 産業連関表(以下 1-0表と略記)と通貨循環連関

表(以下 M.1-0表と略記)とを同じ表に重ね合わせて示したもので， 表中の数値は，

リ、
u

p
h
d
 



。1
，b.. 

表 1 1-0， M.トO表の合成表 (1972年，単位:10億ルーブノレ)
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幽所:文献 (3)より。

・即の数字は，収支パラ'"民唱d:.るため..覧表めa僚と，.少じとなっている。
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rj垂貨循環連関表J(Me)lWTpaC，lJ.eBO員 6aJIaHC，lJ.eHe)l{HOrO 060pOTa)の研究

表 2 l-()去と M，1-0去の合成原理図(表 1の結約)

(1972年，単位:10憧ルーブノレ
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望月喜市

1972年のソ連経済の実際値である。表中のゴチック数字はf¥1.I-O表の数値を示す。

I-O表は，すでに周知のところであるから，以下では， M. I-O表について I-O表と

関連させながら説明する。

(1) 中間財取引セクターについて。 このセクターに関して， M. I-O表の各産業部門

を縦に読むと，たとえば「重工業部門」が他の生産部門から自己の生産のために仕入れた

原材料・サービスの冥入金額を示す。したがって，表部jに並ぶ各産業部門は，その金額相

当額の資材・サーピスを表頭の「重工業部門Jに売渡し，同額の通貨(もしくは計算貨幣〉

を受取ったことになる。それに対し， 1-0表のま往列の数{直は，その金額相当額の資材・サ

ービスが， 表頭部門〈たとえば「重工業部門J) の生産のために実際に投入消費されたこ

とを示す。したがって同一横でこの数値に梧違がある場合には，その差額相当額のザザー

プの発生〈プラスもしくはマイナスの在庫投資もしくは建設設錆投資〉を意味する。「重

工業部門Jについてその挺列を検討すると， 同部門は同部門から中間財 154.5(10憶ルー

プル 以下関じ)を購入し，そのうち 140.2を生産用として費消した，したがってその差

額プラス 14.3は，同部門の在庫増もしくは設備投資であるo 2行 1列(以下 f2;lJと略

記)様では再者の差はない。以下 f3;lJで+0.1，r4; 1Jで+20.9，r5; 1Jで+0.2，

f9; lJで+0.1の差が認められるo r建設産業」からの買入額20.9は， f重工業部門j の

本年度の建設投資額を示す。 1-0表における「建設産業」の内生部門の横行はすべて数値

が零であっ， M.I-0表のそれには，ほとんどの欄にかなり大きな数値が入っていること

に在目されたし、。その意味は表頭の各部門が，それぞれ当該欄の数f直相当額の建設サービ

スを購入したこと〈建設投資を行なったこと)，そしてその建設サービスは当該産業部門の

生産活動のための中間財としては費消されなかったことを意味している。

さて， r重工業部門jにっし、て， 1-0表と M.1-O表の中間財セクターの縦列のそれぞ

れの合計値を計算し，その差額をとってみると， 214.5-178.9=35.6となるが，この数値

は，文献 (3Jの付表 15における同部門の投資額33.4(1972年〉と，同じく付表 16の在

産投資額2.2との合計に一致している。つまち， r重工業部門jは 1972年に建設投資20.9，

設備投資〈重工業部門のプラントの買付)12.5 (=33.4-20.9)を行ない，その他在庫投

資として， r重工業部門J中間財1.8(=14.3-12.5)， r食品工業部門」より購入した中間

財0.1，r社会化農業部門j より購入した中間信0.2，rその抱部門j より 0.1の部門内ス

トック増を行なったことになるO

表 1Vこ収録されている数値関の関係をもう少し組織的に検討しよう。そのために，表 i

を記号化した模型表(表 2)をつくり， それと表 1とを対照しながら説明する。具体例と

して， 生産部門全体を一つにまとめた勘定表を作成する(表 3)0 表 3における左端の様

は，表 1，表2の該当部門の I-O表をたてによんだもので，生産活動を示すO つまり，生

産物価額を構成する通常の費呂(原価，付加髄{直，輸入財の投入〉が列挙され，再生産の

ためにはこの倍程額は，販売によって実現されねばならなし、。その販売先を示したのが，表

3の中央の欄で，原表〈表 1，表のでは， 当該部門を M.1-0表の数殖に関して横行に

沿って読んだものに相当する。 この場合 1-0表の数値に関して読むと，それは生産物の

費消額を意味するから，両者の差は実現された生産物で、未だ費消されざるもの，つまり建

設投資，プラント投資，在庫投資などを意味するo
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i通貨循環連関長J(Me}KOTpaCJleBoi1 6a.'IaHC j{eHe}KHOrO o60pOTa)の研2定

販売によってえられた資金をどのような項目で処分したかを，表 3の七端の棋が示して

いるO これは原表の該当部門の1¥1.I-O表の数値を縦によんだもので，資金の支払先を/J'

す。この表の 2.1と， 3. 1とが向ーなのは，部門内取引を;言、味している。

この表で注意すべきは，単純再生産部分と拡大部分を尽分することと，その資金源泉を

確認することである。程投資(在庫投資を含む〉部分の対応関祭はつぎのようになっているO

「生産活動における拡大部分J=子減価損却材。):57.lJ+:-利潤 (ho)143.山

+ 1-輸入 (mo)29.6J=210 

この 210桔当の価値額は，販売活動によサて実現され，通貨に変換するっその通貨は処分同

定で弘大のための資金として次のように支出される。

「処分勘定における拡大部分J=I建設・設備投資，在庫投資 (A06一α∞)出.2j

十「科学研究費 (50)7. lJ十「財政・話用への払込 (Bo)116. 7 J = 210 

このうち，財政・信用への払込 (Bo)には，取引税.干Ij担控除， ブ 4 ンド利用科， 差額

地代(定額支払に 出入金の元利支払などが合まれるの

農業部門について同じ表を作成すると，表4のようになるO この表では，農産物の販売

に関して，産業部門との取引では社会化経営が圧倒的に大きいが，家計部門との取引では

{国人副業経営の大きさが，社会北経営のそれを約2.5f告も↑:廻っていることが示されてい

表 3 生産部門全体の鉛~ ~七去り

(l9n {j'-， 単位 10億ノレーーソソレ〉

1. 生産活動(コストと付加価値:2. 売上(生産物の実現，資金の I:i. 処分勘定(資金の流出先〉
の発生) 受忌坂{り) :~. 1上.買 入 (Aoω0ρ) らむ20.~υ } 
1. 1 物的費用 〈切仇陥ω向向ω0∞ω8ρ) 仰 7 2.1. f生I主ミ産セグぺ1ムFfの完匂占0.9i 内1. 2. 減価{慣賞詞却1(ぽdoρ :~沼7.1川! 

l 内訳1. 3.賃金加。 157.よ
F 

1. 4.科潤 (ho) 143. :~ 

1. 5.輸入 (mo) 29.6 

801. 9 

2. 1. 1. rl1間財 (aryo) 4:-¥4.7 

2.1.2.投資財・ぷ描・
在庫投資
(Aoo -aoo) ~b. 2 

2.2.経営計算企業セクター
(し、
1十A4) 25.4 

2. :3.科学部門へ (CZ+A5)7.3 

2.4. 家計へ (C3十A6) 19:3.9 

2.5. 持経営計算セクター
(C4十A7) 21. 2 

2.“.凶津:より (Fo) :~:). 2* 

内ぷ

(i.1.輸出品販売高め
(eo) 17.1) 

β.2. その抱財貨販売高吟
(bo) 15. 1 

メ01.9 

(注)l.表中の数値は表 lより計算c ;~{~ -~;.は丘 2 より引則。

3. 1. 1.中間財、 (aoo)4:~4. 7 

:t 1. 2. 建設・設備投資・
在庫投資
(Aoo-aoo) おb.2 

;-1. :~.賃金(JVo) 

:t :3. 科学研究 (5，ρ

:3.4. 財政・信用へ払込
(Bo) 

157.6 

7.1 

llh.7 

801. 9公;モ

2. 輸出品は，国家が外国へ販売し，それを国l有価格で当該部門へ椙当鋲ループソしを引渡すもの

としている。輪入品の場合はこの逆でi対岸の受取り勘定になる O
:3.表 2ではこの項目は「その他支出j となっている。

長誤差0.5，掛誤差0.4
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望月喜市

表 4 農業部門の勘定表

(1972年，単往:凶器ノレープノレ〉

1. 生産活動 2. 売受上取引く生産物の実現，資金の 3. 処分勘定く資金の流出先〉
1.1.物的費用 48. 0 I ~"1^ "./ ./ 3. 1.貫入 71. 5 

1.1.1.社会化経営 37.41 2.1.産業部門へ 89. 31 3. 1. 1.中間財 48. 0 

1. 1. 2.個人副業経営 10.61 2.1.1 社会化経営の売今3.51 3.1.2 建在設車投・設資儲投資・

1. 2.減価償却 7.11 ~ ，~ ~，=.'""，，-I_ ~ _ _~~. v I tEMif1tft 23.5 

1. 3.賃 金

1. 3.1.社会化経蛍 25.9 2.2.家計へ 28.4 3.2.1.社会化経営
25.9 

1. ~t 2.偶人副業経営 24. 7 2.2. 1. tf:~ft~伽売上 | ~3. 2. 2.個人副業経営 25.1 
1. 4.利 潤 9.0 8.3 3.3.科学研究 0.2 

1. 5.輪 入 :3. () 2.2.2.個人副業経営の売2上O. 1 3.4.財政・信用へ -5.0 

117.7 

るO また， (3.2)の「勤労者の第 1次所得jでは社会化経営と個人副業経営の大きさが誌

ぼ同じであることも注昌される。 (3.4)の「財政・信用へJ-5.0は， 財政機関より 5.0

に達する農業補助金が出されていることを意味しこの種の統計が，国民所得勘定の中で

明らかにされたことは，興味深い。

つぎに表 1の，第 14列， 15列「非経営計算セクターJと「財政・信用」について考察

する。スベルドリクの表の第 14列では， M.I-O表に対応する数{置の記入がない。それは，

この部門が，政府行政機関，教育・保寵・体育・文化・芸衝などの施設活動を示すもので

あって，その活動の結果として対価が支払われることはないとの主旨で，ここが空欄にな

っていると考えられるのであるO しかしこれら施設の活動に要した費用は政府資金によっ

て補填されねばならないし施設の拡大があればその費用も政府の財政負担になる。そこ

で，その金額がそれぞれいくらになるかを， ここに位置する数値を X1> X2…XlOと置くこ

とによって次の方程式で算定した。

たとえば， 第 1行「重工業部門jについて， 芽生産セクター全捧の拡大部分 ((非生産

的投資:表 1のr1;22J) + (非生産部門在庫ストックの増加:表 1の r1;26J))は，第 11

列から第14列までの拡大額に等しい筈であるから，

(7.1-5.4) + (6.2-5.4) + (26.5-26.2) + (xl-3. 0) = (4. 3+0. 3) +0.3 

表 2の記号で表現すれば，

(C. -c.) + (C5ーら)+ (C~-c~) + (x1 -c;) =k12 + i12 

X1 =5.1 

以下同様にして，X2= 1. 8， x3=3. 2， x4 =10.2， x5= -0.7， X6=X7=為=0，為=0.2，x1o=21. 2 

と算定される。

さらに，この数値がきまると，表 1第 15列の「財政・信用」の支出金は， r非経営計算

セクターJ(第14列〉を除く， fその地支出J(第27列)+f輸出J(第29列〉の合計1)に一
致すべきものとして，次の等式を成立させる。

。1-0表の第27列， 29売のそれぞれの数鐘の合計。前者については，ストックの増加等はないもの
とi反定(7持費額=買入額と仮定〉している Q
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第 1行について

32.8==17.8(第 27列)十15.0(第 29列)

第凶行について

33‘2 == 15. 1 (第27列)+17.6(第29列)=32.7 

上式の誤差は 0.5である。

(25.4-5.4)十 (7.3-5.4)+ (193. 9-190. ~j) + (xlO-8. 9) =37.5十().:3 

望丹喜市

つぎに，表 i第 14列「非経営計算セクター」の第 12行 27.4(1-0表〉に対応して， M.

1-0表の同所にも同じ数値が記入されるべきであり，その金額は第 15列「財政・詰用」

からの支出となる('27.4だけ「財政・信用」様が小さくなる)0 I司じことは， 表 iの「科

学セクタ-J 114; 14~15J に関してもあてはまる。つまち， 1科学セクター」へ「財政・

信用jから支払われた 7.4は， 単なる移転支出というより，「非経営計算セクター」によ

る科学研究サービスの購入と考えた方が，はるかに実擦の状況にあてはまるのである。し

たがって， この 7.4は， 114; 14Jに置くこととする〈涼表では 114;15Jにおかれてい

る)。

以上の措置に対L，!-Jド経蛍計算セクタ -Jの利潤 2.8(117; 14J)は. 1財政・詰用」

からの移転の対象項呂とはならなし、。その理由はこの項目が価{直形成過程の項目であるか

らである。この点については，次の表5で一層明確になる。

111. 1-0表，担.1-0衰の i商品-R存得」表への組みかえ

表 1から出発して，それをベリキンの「商品一所得j表 1)へ組み換えることを試みよう O

結果は表5"こ示すとおりで. 1商品一所得j表は， 1-0表と M.1-0表の雨.者にもられ

た統計情報を的確に吸収しうるばかりか，両者のもちえない清報 所得再分配情報ーを表

の中にもりこむことができるのである O 表 5 の日2~15; 18~21J 模が空欄なのは，この

表の原情報を構成する表 1に，ここの部分の情報が欠除していることによる。したがって，

この表から表 1を再構成できるが，表 1からこの表に必要なすべての博報をうることはで

きない。表5の空欄部分をソ連の『統討年報』を用いて埋め， 既製の「蕗品一所得j表の

数値とよヒ較してみること，さらにそれに盛り込まれた情報から，経済の実状分析を行なう

ことなどは今後に残された謀題である。

表 5について若干の説明を試みよう。まずこの表の特徴は， 1-0表の周辺部に，倍々の

産業部門もまた所得主体として追加されていることである。通常詰この部分には，産業部

門全体を一部門に集約した Iif:業j が建業部門全体を代表する所得主体として，他の所得

主体〈家計，非生産的経営計算セクター(サーピス部門)，致時，銀行・金融機関，外国〉

などと並んで登場する。この部門を一部門としてでなく，複数部門として登場させた理由

は，そのことにより，表工にもりこまれている投資(在庫投資を含む)の産業部門別構造

を表示したかったからである。そうすると，表 1のように同一欄に二つの数値を盛るとい

った錯綜をさけることができるO しかしそれと同時にこの表に空白の部分が多くなると

いう欠点を生んでいる。産業部門を複数橿にしたことの結果として，表5の太線で毘った

。rl商品一所得j去については，じスラヴ究研jNo. 22， No. 26， No. 28訴訟の1'111毛訟を参照されたレ Q
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部分 (19~15; 15~ 17-，)がつけ加わったことも見逃せなし、。この部分立表側部門が実施し

た投資の素材提供産業部門を示す認となっているったとえば， 第 11行「生産部門小訂'J

についてみると， 同部門の建設・設錆投資 78.2(13; 8J)と在庫投資8.5 (1~5; 10J)に関

して京材を提供した産業部門は，第 11行の第 15:yljと16列の 179.5，6.7Jとして示され
るっこの合計値86.2は， 表 Iの第 10行の1-0表と M.1 ()表の数値の美前.2(520.9-

/UI. 7; 1-10; l()J)を示す。

この部分を縦によめば，1t去頭部tlllが投資11刊¥lJにWlL，f家得 Lた金額を示すことになる丹

たとえば，産業部門全体の投資(在庫投資を合む)稼得室長は，表 5より 86.2 ([11; 17 J) 

であるが，この数値は表 lの生産的投資78.2と，生産的在庫増 8.5の合計 87.7(誤差0.5)

に等しくなる。また芽生産的投資合計に関しても同じことを確方、めることができる円

家訂・の減価償却の取扱いについていえば，表 1，表 2では家屋の償却費 (d7) を 7.8 ~L[~ 

しているが， この部分に和 ~lうする経費(t I一家dl-Jでは普通の場合貯蓄に合めてなされるの

で， 表 5の 14;20Jに d6=7.8を計上していなL、。それでもこの部分は「家計」の建設

投資=:1.3(表 1の i4;21Jもしくは表5の日4:9~l1J の一部)で補填される O この事例

では，減額償却 7.8に 1.分晃合うだけの建設投資がなされていないことになる。

[:11:経営計算セクタ...Jの場合，表2のx7111;7J =56が表5では二つに分れている (D6;

7J=42.3と 116;21J = 1:1 7)点に正室、されたい。まず， 1非経営計算セクター」はJ財政・

信用」からの支出 (116;7 J = 42. :))により 7列に計上されたすべての投入要素待1]1障を

含む)の実現が録証される(サービスの販売)。それにより， d7=3.2 (14; 21J)と九=2.8

(:6; 21J)が計上され，それと「財政・信用jからの信入もしくは移転所得 13.7 (116; 21J) 

をえて， :科学部!lfjJのサービスを購入し(科学研究費 57=7.4)，かつ， 同高門の建設投

資資金 (12.:{=C7十A7-f:07)が確保される仕組みになってL、るつこの恒等関係は次;えで確

認きれるつ

;12. :~ = C07 (R 9)十d7(:L 2)十日17(27.4)十 h7(2.お)

l:L 7=S7(7. 4) + (c7十A7-co7=12.め-d7n.2) -h7C2. 8) 
+) 

56=57十C7十A7十W7(表 2，[-11 ; 7 J) 
表 51財政・告用」セクターの 116;12， 1:1J は「その他支出J=15.1と「輸出J=17.6へ

の政府機関の支出もしくは買付を意味しているつこれは，表 2の F08=3:{. 2 (1-3; 8J = 1産

業セクタ-Jへの財政資金の投入)と同じものと考え，表5ではそのように処理をしてい

るのまた「財政・信用j セクターの収支も 124.5と124.1 (誤差 0.4)で一致 Lているこ

と全確認きわたいη

IV. 通貨循環連関表 lをつくる上での統計概念、の挨討

以下では，上述の一連の経済表を作成する上で，必要となる経済統計概念について，そ

のいくつかを取とげて説明するつ

いづれもスベノレドリクの説明に添ったものであるが，徒一来わが国の研究では解明されて

いなかったと思われるいくつかの岳捕があるので， スベパドザグのこの解説は注目に11民、

する，!，のであるの
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生産的国定フォンドの減橿償却費の計算

減価撞却費に関しては， [J統計年報』の「財政・信用Jの章にその数字が発表されてい

る。しかしこれは，官庁部門別表示 (noBe瓦OMCTBeHHbUMOTpaCn~M) であるから，この中

には，生産的国定フォ γ ドに対する減価償却費以外に非生産的国定フォ γ ドに対するそれ

も当然含まれていることになる。 I-O表の作製に当つてはとくに， 運輸・通信部門では，

この再者を分離する必要がある。

1.鉱工業部門に関する計算

発表されている鉱工業部門の生産的自定フォンド期末在高を二期連続してとり，その算

術平均をとることで，年央の平均在高を計算し それに工業部門全体の平均減価漬却率1)

を乗ずることで算定した。たとえば， 1970年の鉱工業部門について計算すると，つぎのよ

うになる。

1 xO. 074=16.1 (20~i22?) 

この数値は， !l統計年報』の同年の減倍償却額 15.52)と，わずか0.6(約4%)の桓違を

もつにすぎなし、。このことは，鉱工業部門に関しては，そこに存在するすべての国定フォ

ンドは，建前上すべて生産的固定フォンドと見なされていることを意味し，部門分割が純

部門ベースでも，官庁ベースでもあまり差がでないことになる。しかし， 1972年に行なわ

れた屈定フォンドの再評価後は， !l統計年報』値と， スベノレドリクの上記計算僅との較差

はかなり大きくなった。たとえば， 1972年では 18.7対 21.5 (前者が『統計年報』値，後

者が計算f直一以下同様)， 1973年 20.6対 23.2， 1974年-22.5対 25.1， 1975年-27.3対

28. 40これらは，計算原理がもたらした較差ではなく汽 再評価による基礎データの変化

がこうした較差を生んだと考えられるのしかし彼は，基礎データに還ってその間の謁整を

するのではなく，両者の算術平均値を設の I-O表に採用すると L、う妥協策を講じている。

また，鉱工業部門内部を，重工業，軽工業・，食品工業に分割する際には，それぞれの部門

のもっている国定フォンド額比率に従って比例配分するものとした。

2.農業部門に関する計算

国営農業部分は， [J統計年報』で， 減価償却総額を捕えることができる。 コルホーズ部

分は文献 (6)15ページによった。個人農業の減額償却の大きさは， 全農業フォンドに含

まれる信人農業のもつ画定フォ γ ドの比率で算定したη

3. 運輪・通信部門に関する計算

この部門は，上述のようにとくに生産・非生産の区別がはっきり出る部門であるo まず

部門全体の減{面積却額は『統計年報Jで捕えることができるO 旅客輸送，住民用通信に関

係する固定フォンドの減耗は，ノレトガイゼノレ(B.M. PyTra註3ep)の研究を授用する九こ

1)くH.X. 1969) c. 46，くH.X. 1970)， c. 61， 171. 
2)くH.X. 1975) c. 741. 
:りただし， w統計年報』の計算は，比較{出務で行なわれているのに対L，実際の会計処理は残存儒値を
J討し、ている。その抱減髄償却ノルマは，独自パランスをもっ企業のみに関するデータであるといっ
た制約も格差を生む諒罰となっている。(支献 (3Jc. 61) 
4) B. M. PyTra品3ep，PecypchI戸3BHTH冗 HerrpOH3BOえCTBeHHO註 cφephI， M. 1975， c. 144， 157， 
158， 164. 
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の資料によると，統計輪送費の原価構成の中で，旅客輸送1ループノレ当り，減価損却費は

19.2カベークであり， 住民用通信サーピスでは， 25.8カベークであった。 また，物的経

営費法それぞれ 25.5カベークと， 37.1カベーク， その絶対額は1.8 (10億ルーブノレ)と

0.43 (10 詰ループル)であったから，輸送・通信のそれぞれについて，総原儲を復元可能

であり，その総原稿に先の減如i償却比率を掛ければ.それぞれの減栖総額を求めるととが

できるo 1970年についての計算は次のように在るつ

旅客輸送部門の減価償却額

1. 8-，0. 255xO.192= 1.:~ (10 t章、ループワ~)

在民用通話部門の減鑑賞去jJ額

0.4370.371 xO. 258=0. 3 (10億ループソレ〉

輸送・通信部門の総減価鐘却額は5.45)であったから

5.4ー(1.3+0. 3) =3. 8 (10 器ノレーブ、/レ〉

が， I可部門の生産的部分の減錨損去[l額となる。

国内橿格による輸出入額の推定

この計算の基礎資料は， lf ソ連邦外国貿易統計集~ (BHeIl1HHH TOprOBJI冗 CCCP) であ

る6)。この中の輪出入統計は， 外貨建ての輸出入金額を，その時点での公定為替レートで

ノレーブノレに換算したもの (BBanIOTHhIX py6JIHX =外貨ループノレ建て)を用いているO した

がって，こうして表示された価額は，国内取引価額とは相違する。この両者の較差を調整

する計算上の係数は次のようである。

(竺-ll戸入
的 j 附 1972 問 1鰯 I1972 

仁業生産物 1. () I 1. :2 1. Ij I 1. 7 2. 1 I 2. :2 

1付 .iJ~

近工業1.0 I - I - 1， 1.0 

軽・食品工業1.2 I - i - I 3. 4 

農業生産物 1. 8 1 2.0I 2. 3 I 10. () 2. 8 I 2. ~3 

みられるように，この係数は，農産物と軽工業・食品工業においてとくに高L、。スベリ

ドリクは，輸出係数を対象期間に適用するに当って，食品工業には農産物に対する祭数を，

軽工業には1.0 (1959年の係数〉係数を用いた。また重.工業の国内価格による輸出総額、は，

鉱工業全体の輸出額と，軽・食品工業のそれとの差額をとる方法で推定したの

輸入係数に対する推計も同じ方法によったが，輪入に関しては軽・食品工業とも 1958年

の孫数 3.1を適用し重工業製品のそれは，工業全体と軽・食品工業の差として計算し

た。農産物の園内価格換算係数法表8で，穀物とそれ以外に分けて計算されており，工業・

を含む包括的なこの種の計算は表7-1で与えられている。表7-1の最終行「輪入一輸出 i

5)くH.X. 1970) c. 729. 
めなお，この貿易統計の数値は，より集約 Lt.こj診で， li'統計年報』にもがi尽されている。
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表 6 農産物の国内価格換算諒数(注)
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1
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1

1
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ロ

国家買付穀物総額(100万ノレーブソレ〕

同家買付穀物総重量:(100万トシ)

トシ当り平均畏討儒格〈ノレーブノレ/トシ)(l )i(2) 

穀物輸入総量(100万トン〉

外貨ノいープノレ建てによる穀物輸入額(1伐}万ルーブノレ〕

[ほじく外貨ノレーブ、ノレトシ当り平均儒格(ノレープノレ/トシ)(5)/(4)

i母内価格による穀物輪入紘額(l∞万ノレーブ、ノレ)

函内価格による農産物総輸入額(10f，意ノレーブ、ノレ)(7)十(10)
穀物以外の農斉物犠入額〈外貨ノレーブソレ建てによる)(10億ノレ pー
ブりレ)
lTIJζ く国内姉格による(10信、ノいーブソレ〕

換算係数 穀物に関して((:り1(6))

その他農産物に関してく(10)/(9))

(注) PaCqeT BHyTpeHHHX ueH CM.: HapO.n:HOe X03冗長CTBOCCCP B 1967 ro.n:y (c. 337， 338); B 
1975 ro.n:y (c. 325-327); Cpe江問先立eHa3a 1959 r. yCJIOBHO onp位 eJIeHano .n:aHHblM 0 
3aKyIIKax 3a 1960 r.， o6beM BbIIIJIaT 3a 1960 H 1966 rr. -IIO .n:aHHbJM 0 BbJIIJIaTaX 
KOJIX03aM H 06 y.n:eJIbHOM Bece KOJIX030B B rocy.n:apCTBeHHblx 3aKynKax 3epHa. 06o-
eMbJ HMIIopTa Bce益 CeJIbCKOX035主義CTBeHHO詰 IIpO.n:yKUHH BO BHyTpeHHHx ueHax 3a 1959 
r. 3aHMCTBOBaHbI H3 MOHorpaφHH A. r. AraH6er匁Ha H A. r. rpaH6epra <<8KOHOMHKO-

MaTeMaTHqeCK班員 aHaJIH3MeiKOTpaCJIeBOrO 6a.laHca CCCP)) (M.: MblCJIb， 1968. c. 94， 95)， 
3a 1966 H 1972 rr. HCミIHCJIeHbICBep.nJIHKoM. 06beMbI HMIIopTa 双 CTOHMOCTbB BaJIIOTHbJX 
ueHax HCqHCJIeHbI rro .n:aHHbIM CTaTHCTHqeCKHX 0630pOB， yKa3aHHblx B Ta6JIHu.e 7-1. 

tt1所:支獄 (3JCTp. 179. 

残は，外国貿易による国内/レーブ〉レの揚超を示すもので. 1975年についていえば，大体公

表国防予算と同額程度の金額を，この差額によって国家が吸収していたことがわかるO ま

た国家財政収入のうち，社会主義経営からの収入項呂で，取引税や利潤控徐金主どの飽，か

なり大きな項目不明金額7)があるが.そのうちの一部にこの輪入品の対国内売却収入(総

額もしくは純額)があるのではないかと推測される。

国民所得の推計

国民所得の構成要素を計算するに当って注意すべきいくつかの点はつぎのようであるO

その第ーは，勤労者の第一次所得と企業利潤(第一次所得)の区分であるO スベノレドザグ

は『統計年報Jから得た賃金総額だけで、は，勤労者の第一次所得概念としては小さすぎる

とLサペ 『統計年報』が定義する物的生産部門の勤労者の第一次所得には， つぎのもの
が入る。

1.登録，非登録(臨時〉職員の賃金

2.賃金フォンドに入らないプレミアム受取分

3. 出張旅費と赴任旅費

4. コルホーズにおける労働受取分(現物支結による分を含む)

7) これについては担稿「所得一尚-U1モデルの特徴と統計数値の適用Jrスラヴ究研JlNo. 26， 1980年，付
去 p 第 8fi'，および 118ページの関税に関する記述を参照されたい。

め賞金総額に南 Lては，私の前掲論交を参照されたL、。
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表 7-2 二つの源泉より計算した外国貿易残の比較 〈単{立:10憶ループノレ〉
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仕 i生'"八;入
用 l 藷事 /， 
記 i 嘉吉 ; 輪@j 輪
芳 i F号よ ; 山 i ( r 
|純り i山@ I-l~s+ 

得|生'--../残'--../残5

244. 1 I 235. 9 ! 8. 2 I 6. 4 

289. 9 I 278. 9 I 11.0 I 8. 1 

305. 0 I 292. 9 I 12. 1 I 8. 5 

313. 6 I 300. 5 I は 1I 12.0 

1959 

1960 

1961 

1962 

1963 

1964 

1965 

1966 

1967 

337.8 

354.0 

363.3 

323.0 

338.2 

344.5 

14.8 

15.8 I 

18.81 

13.2 

14.5 

18.6 

出fifi:HapO，lJ.HOe X03H負CTBO CCCP B 1963 ro，lJ.y (c. 501， 502); B 1964 roぇy(c. 
577): B 1965 rOぇy(c. 591); B 1967 ro江y(c. (72); B 1968 ro瓦y(c. 570); B 

1969 ro，lJ.y (c. 558); B 1970 rOぇy(c. 534); B 1972 ro，lJ.y (c. 532); B 1973 

10ぇy (c. 604); B 1974 ro，lJ.y (c. 574); B 1975 ro，lJ.y (c. 564);託apoぇHoe

X03兄註CTBOCCCP B 1922-1972 ro瓦hI(c. 360);行apo瓦HoeX03冗員CTBOCCCP 

3a 60 JIeT (c. 486). 

〈注〉 表 7-1より，

5. 倍人副業経営からの所得

さらに『統計年報Jによると， r賃金jの中には，つぎのものが含まれる九「年次有給休
暇の期間に支払われる賃金，家賃，公益サービス負担分および〈法規に定められた)現物

支給分を富家小売価格で評価した額，物的奨励フォ γ ドからの支給額(臨時的なものを除

く)，その抱賃金フォンドに入らないプレミアム支給額J。

この二つの規定で明らかのように，勤労者の第一次所得を統計的に算定する上で，一番

厄介なのは，正規の賃金の飽に，企業利潤から支払われるプレミアム部分の確定である。

スペルドリクも指摘するように10入プレミアム支払源泉は毘定的でなく，しかも必ずしも

経済的に基礎づけられていないために，ある種のプレミアムは原価から支払われ，他の種

類のプレミアムは利潤から支払われるという有様である。もし企業の第一次所得に利潤

全部を計上するものと仮定すれば，勤労者の第一次所得の中には，利漬から支払われるプ

レミアム部分を含めではならないことになる。しかしこうすると，プレミアム支払源泉を

原面から利潤へと次第に変更していった 1966年から 1977年の期間の前と後では，賃金対

利潤比率を比較する意味が大巾に低下してしまう。したがって，長期にわたる統一的観察

を可能にするためには，賃金支払の中にプレミアム部分を計上し一方企業の第一次所得

からその部分を控除しておく必要があるのであるO

9)くH.X. 1975) c. 804. 
10)文献 (3Jc. 65. 
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f統計年報』に記載されている月額平均賃金に 12カ月をかけ，さらに向『年報』の雇用

者総数をかけることによって各部門別の賃金額を算出する方法は，スベノレドリクも採用し

ているが，彼の方法の日新しい点は，拡工業部門に関して， この能に3%vこ担当するその
{むの貨幣支払分11)と，コルホーズの年間報告資料より，食品加工に従事するコルホーズ員

の賃金部分を食品工業において計上している (1970年で5.6) ことなどである。そして，

企業の一次所得は，付加価値全体から， _L記労働受取り分の合計を差引く方法を用いて算

定する O

農産物価格差補給金は，次のようにして算定可能とし、ぅ。 1970年の「貨幣蓄積総額J(Bce

江eHeLKbIeHaKOIlJIeH阪)法，鉱工業部門に関して 9312)であった。これに対し同年同部門が

もたらした利潤額は 56であったし取引税は49であったJ3)。もし取引税からもち出され

る14)位格差補給金がなければ，利満額と取引税の合計は前者に等しい筈であるから，

5o十49-9:-3=12(10億ループノレ〉

は，農産物栢格差補給金として支出された部分で、あるとしづ O

この問題について，パノミデュク ポ.H.立OIla瓦ぬK) は，同年の肉-酪農製品補助金は 13

(10龍ノレープノレ)であったと述べている 15)。

ソフォーズおよびその他の国営農業企業の純生産高について，同部門の勤労者の総数を

利用する際『統計年報』の「農業」の数値 (1970年=9，180千人)でなく， その内訳=

fソフォーズ，副業経営その他生産的副業経営jの人数 (8，593千人)をスベノレドリクは用

いている O この再者では587(千人)の差があり， これは農業サービス機関従業員と獣医

ということになっているが，この人々の第一次所得はズベリドリクの場合どの部門でどの

ように捧えているのか不明である O それはさておいて， _t:記カテゴリーの人員に月平均賃

金 100.9ループ、ノレを適用し年間総所得10.4を算出， さらにその抱の貨幣支払を， 専門

家の晃積りにより 1%16)と推定加算し， 10.5を得ている O

11) この 33訴は，専門家による品種り額としている。
12)この数値は，くH.X. 1980> c. 505で確認できる。
13)この間数龍は，くH.X. 1975) c. 723で確認できる。
14)取引税に関しては，支献(1)の説明 (C.610)が参考ーになる。

取引税は，国民経済部門別に云えば，鉱工業，商業と謁達部門の総生産高および純生産高の中で

計一kされる。
鉱工業部門では，その総生産高，純生産高の中で，取引税は課税対象となる生産物に関して計算

される。その際，取引税総額は次の要素によって減少(もしくは増大)するO

(1) 仁農産物の調達買付ilIfi格に対する追加払いとして出家予算から支出される額コ-(農産物の調

達制搭と，農業機械部品，日巴料，無線関係製品 (paえHOTeXHHQeCKHeTOBapw)等の買入価搭との

差額として国家予算に支払う金額〉註0。

(2) 連邦語達者と連邦消費協同組合(セントロサユース〉に関係する特定口的の納入金とそれか

らの支出金の差額。

L業r'fJ加工を受けないで註接小売商業に引渡される農産物に関す取引税および，国営委託販売高

業から国患に納める取引税は，高業と謁達部門に関連した取引税を構成するO

以上の記述を要約すると，耳元号l税と Lて発表される総額は，農業価格差補絵金を差ヲ!¥，、た額が示
さJLていることになる。
15) K. H. nonaえおK，φHHaHCwH Kpe~沼T B pacnpe瓦eJIeHH兄 HaUHOHaJIbHOrO ~oXo江a， M. 1973， 
c.100，文献 (3Jc. 66より。

16) この仮定の根拠は定かでなL、。われわれは先に鉱工業に関しては，この種の加算分を 3%と仮定し

ていることをみた Q I-O去の精度を評価する場合，この種の在意性に留意する必要があろう。
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企業の第一次所得については， IJ統計年報』記載の同部門の利潤4.9Vこ，社会保険控除

0.4 (賃金プオンドの 4.4%)1ηを加えることとし，結局付加価値全体を 10.5+4.9+0.4=

15.8と算定する。

コルホーズの農業純生産高の算定は以下のようである。 1965"-'75年の問のコルホーズ

の第一次所得-には，付)純所得，神保検純支払額(収支差額)，村社会保険と社会保障への

控除額が含まれるが，純生産額は年次総合報告で確定可能である18)。しかし， 1959"-'64年

の期間については，間接法で計算する以外に方法はなし、。スベノレドリクの計算によれば，

1965年のコルホーズ農業純生産高(付加価{直)は， 17.5であった。これは， コルホーズ

の全貨瞥所得19.019)の 92%に相当する。労動支払額対討加値{産比率は 1:1. 54である20)。

純生産額と賞幣所得， 賃金フォンドと付加価値額との間の上記の比率を 1959~64 年の期

間に適用可能と仮定すれば，われわれは所要のデータを得ることができる。

偶人農業経営の純生産高は， 農業部門全誌の純生産高 (1970年=6:-t1)2りから，コルホ

ーズ， ソフォーズ純所得 (25.3)22)と，南経営体の賃金総額(それぞれ 13.5と10.5)を差

ヲ l~ 、たものとして求める。すなわち，

63.1-(25. 3+ 13.5+ 10.5) =14. 3 

運輸・通信部門の純生産高は 16.3(1970年〉であった23)。 またこの部門のあげ、た利潤

総額は 11.5である24Lこのうち，物的生産部門の生産した利潤部分は70%(8.1)と推定

される 2九純生産額=賃金÷利潤十社会保険控除の定式をこれに適用しかっ社会保険控

除は貸金の 5%と復定2めして. 16.3をこの三要素に次のように分解する。

16.3=7.8+8.工+0.39

建設セクターについて，純生産高は 30，賃金総額 16.3， 国営請負機関利潤4.8(4.7)， 

住民の住宅建設〈住宅投資)1. 6などは，いづれも 1970年の数龍として， [F統計年報Jか

ら直接もしくは許算により求めることができるO また，建設に従事したコルホーズ員の賃

金 0.8は，スベノレドリクの云う f(コルホーズ)年次報告資料J(，lJ.3HHhle rO，lJ.OBhIX OT羽 TOB)

により捕えられるO 以上の資料を用い次のように議論を進める。建設部門社会化セクター

の純生産高=30-1.6=28. 4 (1. 6をすべて倍入建設の純生産高と仮定)。一方 f二記数植よ

り計算した社会北セクターの純生産高は，

16.3 (賃金)x 1. 06127)十0.8(コルホーズ建設賃金)+4. 8 (利潤)=22. 9 

17)軽・食品工業では， 6.8%としている。支献 (3コC.65， 66を参上¥0-0
18)この資料をどのようにして入手できるかは不明。
19)くH.X. 1965) c. 414.の数植を手j照しているO
20)この比算を用いると賃金額は 11.4となる。
21)くH.X. 1975) c. 564. 
22)スペルドリクでは純生産 (4HCTa冗 npO，ll.yKu.H幻となっているが，ここは純所得 (4HCTO註瓦OXO，ll.)
の間違いと思われる。またこの数値の出所法不明である O

23)くH.X. 1975) C. 564. 
24)くH.X. 1975) c. 725. 
25) 1959----75年の期開について，同部門における毘定フォンドの生産部門対非生産部門の比率を連席。
スベルドリグの解釈によると，京Ii塑は貨幣現象としと非生産部門でも発生するが，純生産は物的生

産部門のみで生定されるとしているQ

26)文献 (3)c. 67. 
27)社会保険控捺率三6.1%とt反定，交献 (3Jc. 68. 
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この両者の差額 28.4-22.9=5.5は，投資 (KarrnTaJIbHbleBJIO)王位駆的資金によってカ

バーされ，建設生産高に含められる踏査，地質課索，試堀，その他活動に対する支出分と

推定し 22.9を28.4Vこ拡大する修正乗数 28.4 --;-22. 9 = 1. 24を求める。以上の計算から，

建設部門の付加価値総額 30.0は次のように分解されるO

勤労者の第一次所得 (16.3十0.8)x 1. 24=21. 2 

企業の第一次月号待:(4. 8 + (16. 3 x O. 061) J x 1. 24 = 7. 2 

社会化セクター付加価値:21. 2+7. 2=28. 4 

{同人セクター付加{函館=個人住宅建設1.6

{i JI-(建設部門付加価値全体) :30.0 

!括品流通部門(TOBaporrpoBo，U.H出前 OTpaCJIH)すなわち商業，調達，供給部門の純生産高

は，勤務員の賃金フォンドと国営商業，法費諮問組合，調達28) 供給と販売機関の利潤か

ら構成されるO こうしてえられた総額は，当該部門の純生産高の計算佳より， 1959年では

2.2. 1966年=2.5，1972年=1.5だけ小さLJLこの差額の半分を賃金に，飽の半分を利
潤に追加することにするO

「その抱の物的生産部門jには次のものが含まれる。「林業j， I編集と出版j， I映画作

成J，1-その他国営企業・機関の生産活動j，I倍人の家内工業 1.I家内工業に対する木材，

漁獲・狩猟物， 建築特料の供給などjo この分野の生産統計は極端に少なし、。長期時系列

iちには労識者・勤務員の組分けが変イヒLたり， 林業の平均賃金統計が欠落したりしてい

ι/ 
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図 l 生産国民所得の部門別比率動態

出所:去8より作成。

2邸調達機関の手IJ務額は， 1973年の T統計年報3以降!日j書で毎!年発表されるようになった。 73年以前
では 1965，70年の両年のみが発表されているので，これ以外の年は専門家による評1商法(f1o3KC-
rrepTBO読 oueHKe)によった。〈支蘇 (3)c. 68) 

~9) この差額および計算植〈スベドルリクの作成した 1-0 表，河書 2.8-2.10 表)の根拠は不拐であ

る。
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る。この部門の賃金総額については，残差として求める方法がとられた。またこの部門の

「利潤J額には，非生産的サービス部門の利潤，たとえば銀行，国家保険機関などのそれ

が合算されているから，これを分離しなければならなし、。スペルドザクの計算指示に従っ

て1972年の同部門の付加倍値を 1972年について合成してみるとつぎのようになる。

1.勤務員の賃金 2.23の

2.追加賃金部分 O. pl)乃至0.2

3. 倍人経堂者の所得 1. 031) 

喜月望

勤労者の第 1次所得 3.3乃至3.3

同部門経営体の第工次所得 0.33乃至0.34

小計

合計その組部門の付加{面{直総額ー3.832)

以上で，国民所得を形成する物的生産部門知の純生産高(付加価{直)とその内部構成

〈勤労者・企業の各一次所得額)を捕えることができる。 1969年-----1975年の 16年間の実

際{直(経常値務による〉が，表8で示されている。この数値を比率になおしてグラフ化

したもの(留めをみると， この 16年間に各部

門の全体に対する百分比は，大分類では，鉱工

業のそれは「変化なしjであり，農業の 2.5%

の減少分を主として建設部門の増加 2.1%が埋

める形になっているが，鉱工業内訳をみると，

重工業の増大がひときわ高く (7.1%)，食品工

業の落ち込み (5.8%)を侵諒した形になってい

る。全体として，産業構造が非常に安定指向型

で，変色がないことが，経済のダイナミックな

動きを封じている感が強し、。そのなかで，重工

業3めの比率の突出は注Eされねばならない。

スペルドリクの手法によって累積加算された冨民所得額と， !i統計年報』に発表されて

いる国民所得額との差額は，園内価格で評価した「輸入一輪出J残額を示す〈表7-2，第3

列)。これは， 園内面務による輸入品の販売高から， 輸出品の国内買村額を差ヲ11.、たもの

で，プラス差額は政府の対民間揚超を意味する。表7-2における第4列は，表7-1の最下

行の数値であって，国内価格による輸出入残を示す。みられるように両者には若干の喰い

違いが存在する。

変北額(比率による〉

0% 

+7.1 

-1.3 

-5.8 

-2.5 

-1.2 

-1.3 

+0.5 

+2.1 

+0.3 
-0.4 

鉱工業

電工

程工

食品工

農業

社会化農業

個人農業

運輸・通信

建設

商業・諒達・供給

その他

業

業

業

30) Il統計年報Jの賃金統計から，残差として計葬。描稿前掲論文 (rrスラヴ研究JlNo. 22， p. 49)を参
照。

ここの0.1，1. 0は1970年についての晃襲。
文献 (3Jの 1-0表(1972年〉及び表5再笛所参照。
重工業比率の突出が直ちに軍事費比率の増加に結びつくものではない。軍事費の統計的分析につい

ては， 11経済評論Jl1981年 11月の拙稿を参照されたい。家庭電化製品，軽自動車の生産，石油・天
然ガスの採掘などもソ連の統計では重工業部門に入ることも考意されねばならない。
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A Study on the“Interindustry Balance of張。ney

Flow" of the Soviet U nion 

Kiichi孔10CHIZUKI

1 t is almost superfluous to say that statistical data are one of the most important 

tools for the analysis of a national economy. The Central Statistical Bureau of the 

Soviet Union pub1ishes a Statistical Yearbook 01 the National Economy every year， 

hut the amount of data included in it has decreased remarkably ever since 1976. Some 

statistical data revealed earlier have been concealed. 1n the another statistical yearbook 

-Foreign Trade Statistics 01 the Soviet Union-the same thing has occurred. On 

the other hand， Soviet economists are beginning to make statistical investigations of 

the Soviet Union on the basis of much more data than before. It seems to me that 

economists in Novosibilsk especially have this inclination. 

A new book， entitled Social Products and Money Flow by Sh. B. Sverdlik， is a 

study of this kind. 1n this book， the 1-0 table， which include outer columns of 

intermediate transactions of the USSR in 1959， 1966 and 1972， were completely restored， 

although these were only 9 interindustry transactions. This represents a first attempt 

among Soviet economists (in this五eld，an American economist， Dr. Vladimir Treml， 

is the五rstperson in the world). This book also has another creative table， named 

“Interindustry Balance of Money Flow，" which resembles an 1-0 table in character. 

1n “1BMF" a change of state budget-credit expenditure has an influence on the money 

flow of each industry through each coe缶cient;also the change in五naldemand in an 

1 -0 table regulates the output of each in-

dustry， so that the former as well as the 

latter acquires an operational function. 1n 

my paper both tables have been absorbed 

into Belkin's勺ncome-G∞dsBalance" (1GB). 
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By using this IBG， all information in both tables Is rearranged and the relations 

between the data in each table is made clear. 

In addition， there is much useful economic information in Sverdlik's book. For 

example， in it we can find the industrial structures of exports and imports in internal 

prices (hitherto unknown)， which helps us to understand how far the revenue of the 

state budget depends on import volume (because the state budget can absorb the 

currency by selling imports in internal prices to domestic enterprises or households) 

and it makes clear some parts of state budget revenue hitherto concealed. 

We can also gather other useful information from Sverdlilどsbook， such as the 

industrial structure of stock-investment and capital formation， and 80 on. 
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